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１１．平成１５年度事業概要 
 

１． 業務運営の効率化に関する目標を達成する看驎当して行う事業費に比して３．５％の効率化を図る。な実施の見地から、各年度以降で新たに必要となり運営費交付金を充当して行う事業についても、

翌年度から年１％程度の効率化を図るものとする。なお、退職手当は効率化の対象としない。」 

を踏まえ効率化を図るものとする。 

[平成１５年度実績] 
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・「人事評価制度マニュアル」：１０月１日より新たに開始した人事評価制度の目的及び方法を全役職員に理

解させ、円滑に運用させることを目的に整備。 

・「メール配信管理マニュアル」：メールによる連絡や事業案内などが頻繁に行われるようになり、誤送信や個
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・国内事務所については、地域ごとのニーズに対応した事業規模･内容に則した人員配置とする具体的見直

し基準を設定した。その基準に基づきすべての関係自治体と協議を行い、１６年４月より基準に従った職員

配置を実施している。 
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フィードバックする仕組みを作ることにより、お客さまのニーズに対応した最新の海外情報を収集提供する体

制を整備した。 

 

【お客さまサービス向上のための業務執行上の内部手続き（バックオフィス）分野での効率化】 

・従来、顧客情報は本部各部、各海外・国内事務所が個別に維持管理してきた。その際、同一顧客データを
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０件程度とする。（平成１４年度実績 年間約３００件）。 

[平成１５年度実績] 

・対日直接投資の促進は、新たな技術や革新的な経営ノウハウの導入、雇用機会の拡大など、我が国経済を

活性化する有効な手段である。 

小泉総理は、１５年１月の施政方針演説で、「５年で対日投資残高倍増」（注）を表明した。その具体策として、



 12

[平成１５年度計画] 

・海外においては北米、欧州、アジアの３地域での対日投資促進重点事務所（ニューヨーク、サンフランシスコ、
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を取り入れた。 

・加えて、対日投資関連の１３省庁に設置された「対日投資総合案内窓口」との密接な連携により、所管省庁･
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[中期計画] 

・様々な形態の対日投資の可能性を検討し、包括的な誘致を進めるため、外資によるＭ＆Ａへの支援のあり

方について検討した上で、個別案件の支援を行う。 
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回のセミナー参加企業） 

 役立ち度 ９３．２％ 
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その多くはこれまで国内マーケットを中心に展開していた。近年は安価な輸入代替品との競争に勝ち残るた

めに、その技術を活かして様々な分野に事業展開を行っており、この中には海外の市場でも高い競争力を

持つと見込まれるものがある。そこで、「匠の技」を活かした「もの作り」を行う伝統産品のうち、秋田の漆器、
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●展示会 
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・ANEX（中国・１５年１２月）〔１7 社、商談件数２，５２５件、役立ち度１００％〕 

●海外マーケティング調査 

「米国繊維マーケット販売のポイントと課題」〔役立ち度８６．７％〕 

「中国繊維市場及び新興 SPA 企業調査」〔役立ち度８６．７％〕 

「中国のカーテン市場」 

「中国の高性能繊維市場」 

「中国のスパンボンド市場」 

 

・地域伝統産品分野 
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ＩＴソフト・コンテンツ分野の他の活動は次のとおり。 

●コーディネータ商談サポート 

・米国・LA（コンテンツ） 

●ミッション派遣協力 

・IT ソフト（韓国・１５年１0 月）〔金沢・商談件数４９件、役立ち度１００％〕 

●海外マーケティング調査 

・「主要６カ国での日本映画のランキング調査」 

 

・環境、医療・福祉の分野 
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・京都府－スイス・ジュネーブ（バイオテクノロジー） 

・福岡県－スコットランド・アルバ地域（システムＬＳＩ） 

・福岡県北九州市－ドイツ・ヘッセン州（エコ都市計画・エコ建築デザイン） 

・長崎県長崎市－韓国・大田広域市（情報関連産業） 

 

・ 技術・ノウハウ導入の観点では、現在競争力の面で苦戦している我が国の地域地場産業が諸外国の技術・

ノウハウを導入することにより、伝統技術を活かした商品開発や新たなビジネス展開の可能性が高い案件に

重点を置く。 

 

（具体的プログラム） 
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[平成１５年度実績] 

・また、国内の産業クラスター計画に属する地域企業の５，０００社のうち、海外展開に関心のある企業（５３社）

を、経済産業局とジェトロ国内事務所が合同で訪問し、販路開拓ニーズの把握を行った。 

 

[中期計画] 

・これらの事業を通じ、本事業の利用者（ＬＬ事業を推進している地方公共団体等や産業クラスター計画の推

進組織を含む。）に対し、「役立ち度」に関するアンケート調査を実施し、４段階評価で上位２つの評価を得る

割合が７割以上とする。 

 

[平成１５年度計画] 

・これらの事業を通じ、本事業の利用者（ＬＬ事業を推進している地方公共団体等や産業クラスター計画の推

進組織を含む。）に対し、「役立ち度」に関するアンケート調査を実施し、４段階評価で上位２つの評価を得る

割合が７割以上とする。 

 

[平成１５年度実績] 
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＜受託調査の例＞ 

・欧米諸国における中小企業向け金融の経営者個人保証・担保の実態 

・米国における石油元売のガソリンスタンド経営への参入規制 等 

貿易投資相談案件データベース（ＴＩＣ）や海外情報ファイル（Ｊ－Ｆｉｌｅ）のアクセス件数、アンケートの結果を

分析し、海外調査部でニーズを把握した上で、海外情報の発信源である海外事務所に対して、毎月定期的
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[中期計画] 
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と、産業ビジョン策定、政策形成の基盤となる共同研究を実施する。 

[平成１５年度計画] 
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等に基づき、研究者の「集積」を活かした多様なディシプリン、アプローチにより、開発途上国・地域が直面し

ている様々な課題に取り組む。 

[平成１５年度計画] 

・ 基礎研究猿
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・研究事業を通じて、外部専門家の査読による評価を行い、５点満点の総合評価で平均３．５点以上とする。 

[平成１５年度実績] 
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    「Statistical Data Series」 １点（下半期） 

    外部出版 ６点（下半期５点） 

 

$Ô
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   途上国理解市民フォーラム  ２回（下半期） 
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[平成１５年度計画] 

・国際的な研究機関会合やシンポジウムの開催、世銀、ＩＭＦ等の国際会議への参加、研究会単位の海外共

同研究及びワークショップ等プロジェクトの共同化を推進し、研究成果の質と幅を向上させる。平成１５年１１

月には、「東アジア経済連携シンポジウム」をジェトロ本部と連携して開催する。共同プロジェクト実施件数に

ついては、平成１５年度１年間（平成１５年４月～平成１６年３月）で６０件以上とする。（平成１２年度～１４年度

実績 年平均約５５件） 

[平成１５年度実績] 

・他機関等とのプロジェクトの共同化を推進し、研究成果の質と幅を向上させることを目的に、６５件（下半期１１

件、通年４８件）の共同プロジェクトを実施した。 

＜内訳＞ 

・国際シンポジウムの開催 ２件（下半期１件） 

・ワークショップ等の開催  ７件（下半期７件） 

・研究機関会合の開催 １件（上半期） 

・国際会議への参加/ ２件ü機
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参加し、「日本の ASEAN 産業高度化支援策」、「日本の産業構造変化」について報告した。また、海外事務

所が現地政府への研究報告の役割を担った。 

＜「日・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携の実現に向けて」（合同シンポジウム。１５年７月開催）＞ 

・本シンポジウムの報告書は、１５年９月にカンボジアで開催された日・ＡＳＥＡＮ経済大臣会合に提出され、各

。「 乎 斥 申蒭 萬 背匟艦羀 ů˦ 鵠 罵哇 罵♪囷 磔 Ξ
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・職員の専門知識向上： 

国内派遣研修（１年）：日本経済研究センター、中小企業大学校 

国内短期研修（３カ月以内）：MOT（技術経営）研修、外国企業誘致実務研修、英語通訳養成研修、統計研

修等 

  ・海外派遣研修（１年～２年）  

   語学研修生：中国、韓国、タイ、ベトナム、ロシア、フランス 

   専門研修生：ＣＳＩＳ（国際戦略問題研究所―米国） 

HEC（パリ高等商業学院ビジネススクール） 
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開発途上国に関する調査研究（平成１５年度研究会実績一覧）

内部 外部 実施人数 実施日数 訪問国 件数 共同研究国

中国＝南アジ 2

（下期25） (下期30) (下期422) (下期2)

アジア諸国の動向分析 アジア 動向 －

中東産油国における経済構造の変化と政治・社会的影響 中東 学際 5 3 4 2 42 イラン 0 － － 現代の中東




